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令和元年６月５日 

 

 

令和元年度地域振興研究助成事業実施要領 

 

 公益社団法人沖縄県地域振興協会 

会 長   富川 盛武 

 

第１ 目的 

  地域振興研究助成金交付要綱(平成２９年４月１日改正)の規定に基づき、令和元年

度地域振興研究助成事業の実施に必要な事項を定めるためにこの要領を制定する。 

 

第２ 事業の趣旨 

   地域振興研究助成事業は、沖縄県における地域の振興及び文化の高揚に寄与する

調査研究を自主的に行おうとする法人及び団体等を支援するため、その研究企画を

募集し、提案されたものの中から所定の審査を経て選定された研究に対し、その研

究費の一部を助成するものである。 

 

第３ 助成の要件 

１ 助成対象 

県内に主たる事務所を有し、研究実績がある法人または団体（以下、「研究機関」 

という）。 

２ 研究課題 

（１）総合的、学際的及び実践的な方法で行われる政策提案型研究とする。 

（２）研究課題は、協会が設定する次の４テーマを対象とする（各テーマの詳細は  

実施要領（別紙２）を参照のこと）。 

  テーマ１：地域が主体となった外国人観光客の戦略的誘致 

  テーマ２：郷友会のふるさと貢献活動 

  テーマ３：大学と小中学生の交流 

  テーマ４：沖縄県における子どもの体力  

（３）他の機関からの委託研究又は協会以外で費用調達が可能な研究は対象外とする。 

３ 研究期間 

   研究期間は、交付決定の日（令和元年７月中旬を予定）から７か月以内に研究が

完了するものとする。 

 

第４ 助成件数及び助成額等 

１ 助成件数は１件とする。 

２ 助成率は助成対象経費の９０％以内とし、助成額は５０万円を限度とする。 
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３ 助成対象とする経費は、研究の実施に必要な研究直接経費及び一般管理費とする。

ただし、研究設備、備品等の購入費及び報告書印刷費を除く。 

４ 経費の内訳については次のとおりとする。 

（１）研究直接経費 

ア 研究人件費 

外部の研究者を必要とする場合に計上できる。当該研究機関に属する者の人

件費は計上できない。 

イ その他の直接経費 

（ア）旅費 

研究を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費 

（イ）謝金 

研究を行うために必要な謝金（会議・講演会・シンポジウム等に出席した

外部専門家に対する謝金、講演・原稿の執筆・研究協力等に対する謝金等） 

（ウ）補助員賃金 

研究を実施するために必要な補助員（アルバイト等）の賃金 

（エ）需用費 

アンケート調査に必要な用紙代等の消耗品、印刷費、調査で使用するレン

タカーのガソリン代等 

    （オ）委託料 

      研究に必要な精密分析等を専門機関に依頼するための委託料等 

（カ）賃借料 

研究に関連する会場借料、レンタカー、機器の使用料等 

（キ）通信運搬費 

アンケート調査の郵送料等 

 

※ 運営費的な経費は一般管理費で措置しているため、研究直接経費には  

計上できない。（例：事務所賃借料、事務用パソコン賃借料、コピー賃借 

料、電話賃借料など） 

 

（２）一般管理費 

経常的に要する運営費等（事務所賃借料、光熱水費、消耗品費など） 

５ 経費の算定方法については次のとおりとする。 

   ア 研究直接経費 

・ 研究人件費は、研究直接経費総額の３０％以内の額とする。 

・ 旅費、謝金及び賃金の算定は、研究機関の規定による。ただし、研究機関の

規定がない場合は、（別紙１）に定める支払い基準を準用する。 

・ 謝金については原則として研究直接経費総額の２０％以内の額とする。 

    ・委託料については原則として研究直接経費総額の５０％以内の額とする。 
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イ 一般管理費 

     ．研究直接経費の１０％以内の額を乗じて算出する。 

 

第５ 研究助成の募集 

  各関係機関及び団体に通知するほか、当協会ホームページ等で周知し、助成を希望

する研究機関を募集する。 

 

第６ 研究助成の申請 

  研究助成を申請する研究機関は、下記の書類を応募案内に定めた締切日までに当協

会に提出するものとする。 

１「地域振興研究助成応募申込書」 

２「研究事業計画書」 

 

第７ 選考方法 

１ 選定の公平を期するため、協会内に審査委員をおいて、審査を行う。協会は審査

結果を踏まえて、助成する研究と助成金額を決定する。 

２ 研究目的及び内容の公募趣旨との適合性、重要性、公共性、独創性、研究遂行能

力等の要件を審査基準とする。 

３ 選定は、審査委員会において評価の高い申請を採択する。 

 

第８ 研究助成の内定通知 

  協会の審査を受け、助成の内定がなされときは、当該研究機関申請者に対し書面に

てその旨を通知する。 

 

第９ 助成内定後の面談及び提出書類 

  研究助成内定後、申請者と面談を行い、下記の書類を提出させる。 

 １ 法人の場合（大学法人、学校法人を除く。） 

    法人の登記簿謄本及び印鑑証明書 

 ２ 任意団体の場合 

    任意団体の代表者個人の印鑑証明書 

 

第１０ 研究助成金交付の決定通知 

  助成対象に内定した研究機関より助成金の交付申請を受け、研究助成金の交付決定

がなされときは、当該研究機関申請者に対し書面にてその旨を通知する。 

 

第１１  助成金の交付 

 １ 概算払い 
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研究開始から１ヵ月経過後に、申請により交付決定額の２分の１の概算払いを行

う事が出来るものとし、その場合、交付前に協会担当者による実地調査を行う。 

 ２ 精算払い 

   研究終了後、最終報告書の提出を受けて、助成金の確定額を決定し、助成金の残

額を交付する。 

 

第１２ 精算時に提出を要する書類 

費 用 項 目 証 拠 書 類 等 

（１） 研究直接経費 

ア 研究人件費 

 

イ その他の直接経費 

 

研究員別作業記録 

 

領収書（原本） 

※ただし、研究機関より返却の申し出があ

る場合は協会においてコピーし、後日返却

する。 

（２）一般管理費 不要 

 

第１３  中間報告書の提出又はワークショップの開催 

 １ 中間報告書の提出期限は、令和元年１１月末日までとする。 

 ２ 研究内容・進捗状況を報告するワークショップを開催することで、中間報告に替

えることができる。 

 ３ ワークショップは、協会と協議のうえ開催するものとし、会場確保と市町村職員

への案内は協会が行う。 

 

第１４ 成果報告書の作成 

１ 研究終了後に提出する成果報告書は、当協会指定の仕様により、Ａ４版かつワー

プロ作成で５０～１００ページ程度を限度とし、部数は１部とする。 

２ 提出期限は令和２年２月末日とする。 

 

第１５ 研究助成成果報告書の活用について 

１ 研究機関は、研究助成成果報告書について、当協会指定の仕様に基づき編集を行

い、研究活動等に活用することができる。 

２ 協会は、研究助成成果報告書を買い上げ、研究機関の承諾を得て市町村等関係機

関に配布することができる。 

３ 研究助成成果報告書の買い上げと配布は、研究事業終了後の翌年度（令和２年度）

に行う。 
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第１６ その他 

  その他、研究実施に必要なことは、協会及び研究機関が協議して定める。 

 

 

※  この要領は、令和元年６月５日から実施する。 
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（別 紙 １）        

１．旅費（国内）支払基準                                        （円） 

旅 行 雑 費 宿  泊  料（１夜につき） 

区分 
バス利用等 

(自家用車利用) 

公用車利用等 

（便乗等） 
甲   地   方 乙   地   方 

県内 50㎞未満 

50㎞以上 

４００ 

７００ 

支給なし 

３００ １０，９００ ９，８００ 

県外 ２，０００ 

※甲地方：東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、京都市、神戸市、北九州市及び福岡市 

※乙地方：甲地方以外の地域 

 

２．賃金支払基準（時間単価）    ：  一律 時給 ９２０円 とする。  

 

３．謝金支払基準                                                 （円） 

区                        分 時給単価 

県 
 
 
 
 

内 

学 

校 
公 

官 

署 

大
学
教
員
等 

教      授 

准 教  授 

  そ  の  他（私学教諭等を含む） 

５，５００ 

５，０００ 

４，０００ 

国 

等 

本 省 課 長 級 以 上 

そ の 他 

５，０００ 

４，０００ 

団
体
等 

地
方
公
共 

市 町 村 長 

そ の 他 

５，０００ 

４，０００ 

そ の 他 
医師、弁護士、公認会計士 

その他 

５，５００ 

４，０００ 

県 
 
 
 
 

外 

学 

校 

公 

官 

署 

大
学
教
員
等 

教      授 

准 教  授 

  そ  の  他（私学教諭等を含む） 

１１，０００ 

８，０００ 

６，０００ 

国 

等 

本 省 課 長 級 以 上 

そ の 他 

８，０００ 

５，０００ 

そ の 他 
医師、弁護士、公認会計士 

その他 

１１，０００ 

６，０００ 

※１日４時間までを基本とし、４時間を超えるときは、それぞれ１時間につき基準表の金

額の半額を加算した額とする。 

※講演（講義）時間が１時間に満たない場合、30分以上は１時間とみなし支給すること。 
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（別紙 ２） 

 

テーマ１：地域が主体となった外国人観光客の戦略的誘致 

沖縄県の観光客は平成 29年度で約 939万人と過去最高を更新し、特に外国人観光客の伸

びが著しく台湾、中国、韓国といったアジア勢を中心に過去最高の約 254万人と平成 18年

の約 26倍に増えている。 

 このような中、市町村においても外国人観光客への対応が課題となっており、長期休暇

の文化が根付く欧州の観光客にターゲットを絞るなど、戦略的な取り組みを始めている自

治体もあり、地域が主体となった外国人観光客向けのブランド形成が期待されている。 

 そこで、外国の文化や特徴を捉え、ターゲットとなる国・地域を選定し、受け入れに関

する課題や、誘致の効果的な方法・条件整備など、地域が主体となった取り組み方法など

を提言する。 

 

テーマ２：郷友会のふるさと貢献活動 

郷友会活動が盛んなことは沖縄のユニークな点といわれている。そこで、ふるさとへの

貢献活動という点から、県内各地で組織されている郷友会に注目する。 

ふるさととの繋がりが強い郷友会の活動が、それぞれの地域の活性化を引き出し、ふる

さとに貢献できる可能性がある。 

 そこで、郷友会のふるさと貢献の事例、活動が維持されている仕組み等を把握し、ふる

さとに対して様々な貢献をするための活動や基盤づくりなどを提言する。 

 

テーマ３：大学と小中学生の交流 

県内高校生の大学進学率は 39.2％で全国最下位である。琉球大学及び名桜大学が主催す

る COC+地域円卓会議では、小中学生の段階で大学生と関わる機会が多ければ進学の選択

肢が広がる可能性が注目されている。 

 そこで、県内の大学生と小中学生における様々な交流の事例と波及効果について調査・

研究し、交流を拡大するための仕組みづくりや関係者の役割分担などを提言する。 

 

テーマ４：沖縄県における子どもの体力 

スポーツ庁が公表した 2016年度全国体力テストの調査で、沖縄は徒歩で登校する割合が

全国最下位だった。また、総運動時間はトップクラスだが、体育の授業以外に全く運動し

ない児童も多いことが分かっており、２極化の傾向があることが報告されている。 

 そこで、この結果についてその原因を調査し、体力向上に資する日常的な取り組みや、

その導入・周知方法などを提言する。 


